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はじめに
我が国の民法第四一三条は、債権者が債務の履行を「受けることを拒」むこと
（受領拒絶）
、又は「受けることがで
きない」こと
（受領不能）
を受領遅滞
（債権者遅滞）
の要件として定めている。受領遅滞に関しては、従来、債権者に
受領義務があるかどうか、したがって債権者に過失のあることが必要かどうか、また、効果として損害賠償及び解除が認められるかどう 、さらには、そもそも受領遅滞と弁済の提供とはどのよ な関係にあるのか、といった問題に
三二〇
ついて、古くから法定責任説、債務不履行責任説及び折衷説の間で議論が展開されてきた
が
）（
（
、 「受領拒絶・受領不能」
要件については、 それを単独で取り扱った考察はほとんど行われていない。近時出版されている債権法の基本書では、要件であることが示されるのみで、その内容の解説が加えられていないものが多い
）（
（
。
こうした状況を反映してか、民法
（債権関係）
の改正作業を進めてきた法制審議会民法
（債権関係）
部会が二〇一五
年二月に決定した「民法
（債権関係）
の改正に関する要綱
案
）（
（
」
では、第四一三条を削除する一方で、 「債権者が履行を
受けることを拒み、又は受けることができない」ことを要件として、債務者の保存費用が軽減し、履行費用を債権者が負担し、債権者へ危険が移転す との効果を個別に定める改正案が示されている。受領遅滞の効果に関する文言を「遅滞に陥る」という抽象的なものから、具体的に明記する改正は行うが、 「受領拒絶・受領不能」要件は改正後も維持する案である。
しかしながら、 「受領拒絶・受領不能」 文字通りに解すると、たとえば、債権者が受領できるにもかかわらず、
すなわち受領不能に たらない場合で、かつ、債権者が積極的に受領を拒絶してもいない場合に、受領遅滞が成立するのか、また、債務者 債務を完了するために、債権者の受領以外の行為 要す 場合にお て、債権者がその行為を行わないことは 「受領」の拒絶又は不能にあたるのか、ということが問題となる。
実は、現行民法の起草者は、こうした問題の存在を認識し、かつ、受領遅滞の制度趣旨を正しく理解していたにも
かかわらず、 「受領拒絶」 「受領不能」 第四一三条の要件とした である。そ ため 民法制定直後から 学説においては、 「受領拒絶・受領不能」を「受領しない」 であるとしてこれを広く解す 「不受領」要件説が、さ には、債権者が協力しない場合も含まれるとする「不協力」要件説が主張され、通説と化しているの あ
三二一
受領遅滞における「受領拒絶」 「受領不能」要件の検討（熊田）
本稿では、我が国の民法第四一三条の立法の経緯、その立法にあたって参照されたドイツ法の立法の経緯、及び我
が国の学説史を振り返って、受領遅滞の要件とされる「受領拒絶・受領不能」概念の変容につき検討を加えるものである。
第一章
　
民法第四一三条制定の沿革
一
　
旧
　
民
　
法
フランス民法典を範とした旧民法典には、フランス法と同じく、受領遅滞制度は定められておらず、履行を完了す
ることのできない債務者を保護する制度としては、弁済の提供と供託に関する規定のみが置かれてい
た
）（
（
。すなわち、
旧民法財産編第四五一条第四項は、 「債権者カ弁済ヲ受クルコト能ハス又ハ欲セサルトキハ債務者ハ第三款ニ記載シタル如ク提供及ヒ供託ノ方法ヲ以テ自ラ義務ヲ免カルルコトヲ得」と定め、また、同条を受けて第四七四条は、債権者がその「弁済ヲ受クルヲ欲セス又ハ之ヲ受クル能ハサ トキ」は、債務者は、債務 目的
（内容）
に応じて次の四
つの方法のいずれかに従って弁済の「提供及ヒ供託ヲ為シテ」義務を免れることができると定めていた。すなわち、金銭債務の場合は、貨幣を債権者に提示することにより
（一号）
、特定物をその存在する場所において引き渡すべき債
務の場合は、その引取りを債権者に催告することにより
（二号）
、特定物を債権者 住所その他の場所において引き渡
すべき債務で、そ 運送が多費、困難又は危険な場合は、債務者は合意に従い引渡しを即時に実行す 準備を為しことを提供中に述べることによ
（定量物の引渡債務の場合も同じ） （三号）
、及び、債権者の立会い又は参同を要する作
三二二
為債務の場合は、債務履行の準備を為したことを債権者に述べることにより
（四号）
、債務者は提供を行うとされてい
た。
二
　
現行民法
起草委員が法典調査会に当初提出した
｢ 原案
｣
には、旧民法と同様、受領遅滞に関する規定は盛り込まれていな
かった。弁済の提供に関する規定は、 既に一八九五
（明治二八年）
三月五日に開催された第六七回法典調査会において、
効果に関する原案第五〇七条
（現行第四九二条）
「弁済ノ提供ハ其提供ノ時ヨリ不履行ニ因リテ生スへキ一切ノ責任ヲ
防止ス」が、文末表現を「免カレシム」に訂正して、また、方法に関する原案第五〇八条「弁済ノ提供ハ債務ノ本旨ニ従ヒテ現実ニ之ヲ為スコトヲ要ス但債権者カ豫メ其受領ヲ拒ミ又ハ債務ノ履行ニ付キ債権者ノ所為ヲ要スルトキハ弁済ノ準備ヲ為シタル旨ヲ通知シテ其受領ヲ催告スルヲ以テ足ル」が確定してい
た
）（
（
。原案第五〇八条に、口頭の提供
で足りる場合として、受領拒絶が挙げられているが、同条を起草した穂積委員は、 「主トシテ独逸ノ原案ニ依ッタ」 、すなわちドイツ民法草案に依拠したものであると述べている
）（
（
。
弁済の提供に関する審議が終了してから二カ月経過した一八九五年五月二二日の第八七回法典調査会において、起
草委員から受領遅滞に関する修正案第四一二条「債権者カ債務ノ履行ヲ受領スルコトヲ拒ミ又ハ之ヲ受領スルコト能ハサルトキハ其債権者ハ履行ノ提供アリ 時ヨリ遅滞ノ責ニ任ス」が提出された。
穂積委員は、提案理由を大略次のように説明してい
る
）（
（
。 「起草委員は、起草当初、売買の目的物に関しては買主の
引取義務を規定しないと不都合であろう 考え 起草案の中に入れていた。もし買主が目的物の受領を拒み 又は
受領遅滞における「受領拒絶」 「受領不能」要件の検討（熊田）
三二三
領することができないという場合、売主、すなわち引渡義務の債務者が損失或いは迷惑を被り、また無駄な手数を為さなければならないことがあるので、他の当事者である買主に引取義務を負わせることにし、売買の箇所に規定し、その総則において、これを他の有償契約一般に準用しようと当初考えていた。そのように考えていたので、受領遅滞に関する規定は殊更省いて た。また、弁済の提供によって債権者が遅滞に陥ったときは、債務者は供託することができるので、受領遅滞に関する規定を債権総則中に設けないでも不都合はないであろう 考えて た。 かし、よくよく考え、起草委員間で相談したところ、引取義務は売買だけに限った規定ではない、ま 、他の有償契約にその規定を準用したとしても、受領遅滞に関する規定がことごとくそれにあたるということにはどうもならない。さらに、有償契約でない、例えば贈与契約の場合にも受贈者 目的物を受け取らない場合に贈与者が迷惑を被るとい では有償契約の場合と同様であ 。そこで、新しい諸国の法典にあるように、やはり受領遅滞 関する規定を一般の務の履行の通則 中に掲げて於いた方が適当であろうと考えたから一カ条を加えることにした」 の理由 述べてる。こ 穂積委員の説明は、すべての債権者に受領義務を負わせるために、債権総則中に受領遅滞の規定を設けたかのような説明になっている。
その後で、穂積委員は、受領遅滞に関する諸外国の学説・立法例を三つに分けて紹介している。第一に過失を要件
とする主義。この主義では、忘れていたため受け取りに出頭しなかった か、受け取る場所がないとか、邪魔するつもりで受け取りを拒んだといった場合は受領遅滞が生じる 第二に 債権者の遅滞 、債権者 過失とは えないが、その意思に基づくもので ければ らな とする主義。こ 主義では、たとえば、病気の 受領することができかった場合は免責される主義である。この主義では、要件 「受領セサルトキハ」 表現されてい よう 意思が
三二四
あって受領しない場合だけに限定される。第三の主義は、修正案第四一二条が採用したもので、とにかく受領しないという事実があればよい。債権者の過失なり意思に基づいて受領を拒んだ場合だけでなく、病気その他天災等のごとき理由によ 債権者が受領することができ い事実さえあれば とにかく債権者が遅滞の責任を負わなければならないとする主義である。
穂積委員は、第三の主義を採用した理由を大略次のように説明している。すなわち、 「債権者が過失により、また、
その意思に基づいて、受領しない場合に遅滞の責任 生ずることについては説明するまでもないこと ある。 の場合のように受領しないことが債権者の意思に基づくも あ とはいえない場合に、そのため債務者が被った迷惑や損害を債権者と債務者のどちら 負担すべきかというと、双方共に過失がないという点では平等の位置にあるが、債務者は法律に従い債務の本旨に従ってことごとくその履行の手続を済ませ、自分のなすべきことを終わっているのに対して、債権者が受領することができないのは、天災の為であろうと病気の為であろう 、債務者がどうすることもできない事情によるも であ から、受領を妨げた はどちらかといえば債権者の方であるから 権 その損失を受けなければならないのは当然である 思います。 」 述 ている。受領遅滞の要件 して債権者の過失は不要であるとの主義を採用したとす 説明からすれば すべての債権者に受領義務を課そうとしたとする前述 説明 否定的に解すべき ある。
さらに、穂積委員は、修正案第四一二条を提案した理由の中で、受領遅滞の要件の表記に触れていて、外国の立法
例を引用してい 。すなわち、スイス 務法 は「その受取りを拒むとき 」 、ザクセン民法典には「不法 拒む」と、オーストリア民法典には「受取を遅延したるときは」 書 てあ 。ドイツ法で 「受取らざる きは」と書
三二五
受領遅滞における「受領拒絶」 「受領不能」要件の検討（熊田）
いてあり、言葉だけでは分からないけれど、その理由書を見ると、 「受け取らざる事実ありたるときは」というように書 る と述べているが、修正案第四一二条で「受領スルコトヲ拒ミ又ハ之ヲ受領スルコト能ハサルトキハ」という文言を採用した理由については、説明を加えていない。
なお、箕作麟祥議長から、債務につき期限の定めがある場合とない場合で区別する必要がないかと質問されたのに
対して、穂積委員は、 「受け取る き時に受けとらなかった」ということなので、その区別の必要はないと答えている。また、 長谷川喬委員からの「供託では足りないか」との質問に対して、 穂積委員は、 「供託は物に限られてい が、受領遅滞では労力でも何でも入るので」供託制度では足りず、また、 「弁済の提供により債務者が一切の責任を免れるということは、債権者に責任が帰するということにはならないか」との質問に対して、穂積委員は、 「債務者が履行についての責任を免れるということは、必ず債権者がそれについて責任を負うということ はならない、ならないどころか少しも関係がないこと す。 弁済の提供の時から危険が移転する いうようなことが いてあれば別ですが」といった回答を い
修正案第四一二条は、そのまま法典調査会において承認され、現行民法第四一三条として成立した。
三
　
現行民法第四一三条立法時の問題点
法典調査会における穂積委員の説明から明らかなように 現行民法第四一三条
（修正案第四一二条）
の受領遅滞は、
債務者が債務を履行するため自己の側でなすべきすべての行為をしたにもかかわらず、 債権者側に生じた事情のため、履行を完了することができない場合に、債務者に生じた不利益を債権者に負担させる いう制度趣旨に基づくも で
三二六
あるから、債権者の過失又は意思に基づく必要はなく、ただ債権者が債務者による提供を受領しないという事実、すなわち「不受領」という事実さえあれば成立すると定められている立法例を採用して、条文上に制度化されたものである。
しかしながら、第四一三条の文言上は、 「受領しない」という表現は使われず、 「債権者カ債務ノ履行ヲ受領スルコ
トヲ拒ミ又ハ之ヲ受領スルコト能ハサルトキハ」との、旧民法の弁済の提供及び供託に関する規定で使用されていた文言とほぼ同様の表現が使われ 受領拒絶と受領不能が条文上、受領遅滞 要件とされたのであ 。
穂積委員が、説明の中で、第三の主義を採用した立法例として紹介しているのは、オーストリア法とドイツ法であ
るが、特にドイツ法の影響が大きいと評価されている
）（
（
。そして、そのドイツ法とはドイツ民法第一草案である
）（
（
。
そこで、次章では、受領遅滞に関するドイツ民法 制定史を振り返ることにする。
第二章
　
受領遅滞に関するドイツ民法の沿革
一
　
ドイツ民法典制定前の立法例
ドイツ民法典が制定されるまでのドイツにおいて、受領遅滞に関する、以下のような立法例を見ることができる
）（（
（
。
（イ）ヘッセン草案第二四六条
「債権者遅滞に陥るのは、彼に、債務者又はその同意若しくは承認を得て有効な給付を行うことができる第三者によって、責任の対象が債務に適って提供され、彼が正当な理由なくその履行の受領を拒絶する場合、あるいは、
三二七
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彼が正当な理由なく定められた場所で、自身又は受領権限のある代理人によって債務者によって準備された債務に適った給付の受領のために赴かなかった場合である。債務者が自身で有効に給付できず、又は、債権者 に有効に給付されない場合、提供は の必要な代理人によって行われ、又は債権者 必要な代理人に向けられなければならない。 」
（ロ）バイエルン草案第一二八条
「債権者が遅滞に陥るのは、以下の場合である。⒈
　
彼が正当な理由なく彼に提供された給付を受領することを拒絶し、又は、債務者がそれなくしては履行でき
ない債権者が負担する準備行為の遂行を拒絶する場合
⒉
　
彼がその他履行を正当な理由なく妨げる場合」
（ハ）ザクセン民法典第七四六条
「権利者が遅滞に陥るのは、 債務者又は債務者の名で履行できる他人が、 債権者、 法定代理人、 それを委託された者、又は彼によって締結された法律行為に関する事務管理者に対して、即時の履行を提供し、その提供が正当な理由なく受領されなかった場合である。 」
（ニ）ドレスデン債務法草案第三〇六条
「債権者が遅滞に陥るのは、彼又は給付の受領を委託された者に、債務者又は債務者の名で履行できる第三者によって、責任に適って給付が提供され、彼又は受領を委託された 、その受領を正当な理由なく拒絶するである。 債権者が処分能力を有しない場合には、 給付の提供はその法定代理人に対して行われ け ばならない。 」
三二八
以上の立法例の特徴を簡単にまとめると、①
　
ヘッセン草案、バイエルン草案及びドレスデン草案は、受領遅滞の要件として受領拒絶を明記している。バイ
エルン草案は、受領拒絶のほか、債権者の準備行為の拒絶及び債務者の履行を妨げる行為を挙げている。
②
　
ヘッセン草案は、取立債務において債権者が取り立てに赴かなかった場合を、受領拒絶と並んで規定している。
③
　
受領拒絶のほかに受領不能を挙げて る立法例 ないのも特徴的である。
④
　
ザクセン草案 みが「 されなかった場合」 、すなわち不受領を要件としている。
⑤
　
いずれの立法例も正当の理由を受領遅滞の免責要件としている点で共通してい二
　
ドイツ民法典の制定
（
（）キューベルによる部分草案
（
T
eilentw
urf ）
ドイツ民法典制定のため設置された第一委員会において、債権法の部分草案を起草したキューベル
（
K
übel ）
は、受
領遅滞の定義規定を次のように定めた
）（（
（
。
第二九条「債権者は、自己又は給付の受領の権限を与えた者に、債務者又は債務者の名で給付できる第三者によって債務に従って給付が提供されたが、 その受領が拒絶された場合に、 遅滞に陥る。ただし、 その拒絶が正当な理由によって免責される場合は、この限りではない。 」
ドレスデン債務法草案の作成に主となって参加していたキューベル
は
）（（
（
、前述したドレスデン債務法草案第三〇六条
三二九
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と同様、部分草案においても、受領拒絶のみを受領遅滞の要件とし、また正当な理由を免責要件とする条文を起草したのである。
キューベルが、受領拒絶のみを要件とした理由は明らかではないが、債権者の正当な理由による免責の根拠は、債
権者には、債務ではないが、信義則上の受領義務があるとの考えから導き出している。すなわち、 「債権者は受領する権利を有するだけ 、受領する義務を負う のではないとの見解は、債権者の視点と債務者の視点を混同しているものであるとの理由により 否定される。確かに、債権者は当該債務関係により与えられた支配を行使するかどうかの自由を有している。しかし、その自由は、すべて 債務関係には、その性質と目的に応じて一定の時的限界があり、債務者の意思に反して、債権者によって、その時的限界が延長されるべきではない いうことによって制限を受ける。債権者が受領しないことによって、債権者は債務者に対して不法を犯しており、債権関係の内容に違反し、信義則に反し、その目的と範囲を超え 支配を濫用していること なる。このように受領遅滞 根拠が、信義誠実違反にある以上、債権者が免責される場合があ たとえば債権者に責めに帰すべき事由が全くない受領不能については、債権者は免責される。その他、どのような事由が正当な事由にあたるかどうかは、裁判官の判断に委ねるべきであり、法律で逐一事由を列挙することは回避されるべきである」 した
）（（
（
。
さらに、キューベルは、第三〇条において、受領遅滞の債務者側の要件である提供の方法につき、 「債務者又はそ
の代理人が義務に応じた給付をするこ ができる状態にあり、かつ、その準備ができて る場合、有効 提供 ためには、準備の表明で足りる。しかしながら 債務者が動産 持参し、又は 一定の場所である行為をしなければならない場合は、債権者が予め給付 受領 い とを明確にしていない限り、その他に、義務 応じた現実の提供が必
三三〇
要である。 」と定めた。
第三一条では、債務者の提供がなくても債権者が遅滞に陥る例外的場合につき、 「債務者が給付をするために債権
者の協力を必要とする場合において、債権者が債務者の催告にもかかわらず、免責される正当な理由なくして、必要な行為をしないときは、債権者は提供がなくとも遅滞に陥る。債務者の給付を可能にするために債権者が債務者の給付を明確にする必 が 場合において、債権者が免責される正当な理由なくして、その明確にする行為を遅延したときも同様とする。 」と定めた 務 が債務を履行するため 、その前提として債権者の協力行為を必要とする場合には、債務者が提供をしなくても がその行為をしなければ遅滞に陥ることを明確に定めたのであ 。
第三二条では、同時履行の関係に立つ債務に関する特則として、 「当事 双方が引換えに履行されるべ 義務を負
う場合において 一方当事者が相手方に対し反対給付を要求しつつ自己の給付を提供したときは、相手方が、給付受領する準備をしつつ、免責され 正当な理由なくして反対給付を拒絶した場合、相手方は受領遅滞に陥る。 」と規定を置いた。（
（）第一委員会における提案と決議
第一委員会において、委員のヴントシャイト
（
W
indscheid ）
とプランク
（
P
lanck ）
は、キューベルの部分草案に対
して次の提案を行っ
た
）（（
（
。まず、ヴントシャイトは、部分草案第二九条の受領遅滞の要件である「受領拒絶」に関
する表現を「給付 受領しない
（
L
eistung nicht annim
m
t ）」に、また、プランクも、 「受領をしない
（
die A
nnahm
e 
unterbleibt ）
に改める提案を行った。
三三一
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さらに、プランクは、正当な理由による免責については、部分草案第三二条の後で、 「債権者が第二九条ないし
三二条に従い行うべき行為を行わないことにつき過失がない場合は、債権者は遅滞に陥らない。ただし、債権者が自己の行為につき債務関係の本旨に従い保証した場合は、この限りでない。 」との条文を追加する提案を行った。
第一委員会は、受領拒絶要件については、二人の提案を受け入れ 、受領の拒絶ではなく、 「受領しなかった」と
いうような表現に改めることを決議した。 具体的な表現は、 草案 編集の際に検討することとされた。 受領拒絶から 「不受領」へと表現を変更する理由 して、すべての場合に黙示的なものであれ受領を拒絶する意思表示が存在 わけでなく、たとえば取立債務の場合には、事情によっては、債権者が取立てに行かない消極的な行為がある すぎ場合 あっても、債権者が遅滞 陥 十分であると 説明が加えられている
）（（
（
。
第一委員会は、正当な理由要件による免責要件については、プランク とは逆に、それを認めず規定から外す
ことを決議した。その理由は、主に実際的観点 よるもので、不受領要件への修正と関連付けて、次のように説明されてい
る
）（（
（
。すなわち、債権者が偶然の出来事
（
Z
ufall ）
又は過失なくして受領を妨げられている場合、債権者が受領遅
滞に陥らないとすれば、債務者は供託せざるをえなくなるが 供託は顧慮すべき の利益にほとんど資するものではないといえ
る
）（（
（
。債務者の供託権を妨げない事情によって債権者遅滞が生じないとすることは、明白かつ著しく首
尾一貫性に欠ける。また、受領遅滞の要件として債権者側の事情を考慮することは新たな紛争 火種になる、ひいては債権者の受領義務を認める不当な結論に至ることにな からである。こうした考えに従えば、明示的なものであれ黙示的なもの あれ、受領を拒絶 る債権者 意思は、受領遅滞の要件ではないということ なる。債権者の側で提供された給付を受領し う事実があれば、それで十分なのである、と説明されて る。
三三二
第一草案の編集委員会において、部分草案第二九条は、 「債権者は、自己に対して債務者によって提供された給
付を受領しないときは、遅滞に陥る
（
D
er G
räubiger kom
m
t in V
erzug, w
enn er die ihm
 von dem
 Schuldner angebotene 
L
eistung nicht annim
m
t. ）」との第二〇一条として規定され、これがそのまま編集委員会草案二五二条に受け継がれ、
そして第一草案第二五四条となった
）（（
（
。
以上のように、第一草案は、債権者の過失を受領遅滞の要件とせず、また、正当な理由を免責要件としない立場を
選択したものである。そして、明示的であれ黙示的であれ債権者による受領拒絶の表示は、受領遅滞の要件ではない。債権者の側で提供された給付の不受領 いう事実があれば、それで十分であるとする立場に従ったものである
）（（
（
。
この他、第一草案第二五五条及び第二五六条は、次のように定められた
）（（
（
。
第二五五条「債務者が提供を有効に行うためには、給付が債務関係により義務付けられている通りに、特に適切な時期及び場所において、口頭のみならず現実にも提供しなければならない。ただし、次の各号の場合には、債務者は、給付をすることのできる状態で口頭の提供をすれば足りる。一
　
債権者が給付を受領しない旨を表示したとき
二
　
債務者が給付を開始するため先に債権者の行為を必要とするとき
三
　
債務者が給付を行うため、それと同時に、且つ、その限りにおいて債権者の行為を必要とするとき
第二号及び第三号の場合においては債権者の為すべき行為を求める催告を債務者がしたときは、口頭の提供とみな
す。もしこの場合において、暦に従って定まる時又は通知後に暦に従って明らかとなる方法によって定まる時に債権
三三三
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者が行為をしなければならないときにおいて、債権者がその時に行為を行わない場合には、その時に債務者が給付をすることのできる状態にあれば、口頭の提供をしなくても、債権者は遅滞に陥る。 」
第二五六条「債権者が債務者に対して反対給付を行うべき義務を負う場合において、提供を受領する準備をしているとしても、反対給付を提供しなかったときは、債権者は遅滞に陥るものとす。 」
（
（）第一草案後の審議
一八九一年九月八日の帝国司法庁準備委員会
（
V
orkom
m
ission des R
eichsjustizam
tes ）
第四三回会議において、第一
草案第二五四条中の「債務者によって」 いう文言は、第三者によって提供された場合で 債権者は遅滞に陥るとの理由により削除すべきとするヤクベツキー
（
Jacubezky ）
の修正提案が承認さ
れ
）（（
（
、その後、 「債権者は、自己に提供
された給付を受領しないと は、遅滞 陥る。 」との条文が第二草案第二四九条として、そして最終的に、ＢＧＢ第二九三条として成立した。
帝国司法庁準備委員会の同日の会議において、債権者の一時的受領障害を免責事由とすることも決定された。すな
わち、第一草案は、債権者に過失又は正当な理由がなくても、債権者は給付の不受領 遅滞に陥るということを原則としていたが、債権者の地位を公正に考慮して、給付の実現のため時期が定めら ていないかまたは債務者が期日到来前に給付する権利を行使する場合に 、債権者は給付を受領する際の一時的な障害によって遅滞 陥らないという例外を設ける 第二五三条を新 定め、これが 現行ドイツ民法第二九九条となった
）（（
（
。
三三四
この例外は次の理由に基づくものであ
る
）（（
（
。すなわち、履行期の定めがない場合又は債務者が履行期の前に履行でき
る権利を有する場合、 債権者は、 いかなる事情があろうとも、 受領遅滞に陥らないようにするため、 いつなんどきでも、債務者の給付に備えて受領の準備をして なければならないこ になり、不公平な結果を債権者に強いることになるので、例外を設けて、こうした場合でも一時的 受領障害 れば、債権者は ものとしたのである。
免責事由である一時的受領障害を一般的に定義することはできないが、たとえば、散歩や旅行による不在、また、
目的物を置く場所がなかった場合、ユダヤ教の安息日であった場合、家族に不幸があった場合、債権者が店を閉めていた場合などが、一時的 受領障害にあたる。ただし、給付の性質、信義則及び取引慣行によって一時的な受領障害にあたるかどうか 判断される。
なお、債務者が、給付をする前に相当期間をおいて 定の時に給付する旨を通知したときは、債権者がその時に受
領しないと債権者は遅滞に陥る。この不受領には、現行第二九五条で定められている行為を債権者が行わない特に取立債務 お て債権者が取り立て行為を行わなかっ 場合も含まれる。
その他、第二草案では、提供の方法に関する第一草案第二五五条が現実の提供を定めた第二五〇条
（現第二九四条）
と口頭の提供を定めた第二五一条
（現二九五条）
に区分され、同時履行の関係にある債務に関する第一草案第二五六
条が、文言は修正されたものの、内容的には変更されず第二五二条
（現二九八条）
として規定された
）（（
（
。
三
　
民法第四一三条の制定過程におけるドイツ民法草案の継受と不継受
我が国の現行民法第四一三条の制定にあたって、法典調査会の起草委員が参考としたのは、ドイツ民法第一草案で
三三五
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ある。既に述べたように、第一草案第二五四条は、債権者は、過失や正当な理由がなくても、また、黙示的であれ明示的であれ受領拒絶の意思がなくても、受領しないという事実さえあれば、遅滞に陥る立場を示したものである。
法典調査会の起草委員は、受領遅滞の成立要件として債権者の過失は不要で、正当な理由は免責事由とはならない
とする点では、ドイツ民法第一草案の立場を継受しながら、 「受領しない」こと、すわわち「不受領」要件は受け継がずに、 「受領拒絶」又は「受領不能」要件を第四一三条の中に定めたのである。債権者の過失を 要とし、正当理由を免責事由としないことが「不受領」要件と密接に関連 ているこ がドイツ民法第一草案 理由書に明らかにされているにもかかわらず、 「不受領」要件だけは継受しなかったのである。
第三章
　
我が国の学説の展開
一
　
法典調査会起草委員及び補助委員の見解─「不受領」要件説
現行民法典第一編から第三編が成立した直後に、法典調査会において補助委員を務めていた松波仁一郎・仁保龜
松・仁井田益太郎が、起草委員三名の校閲を受けて、共著で出版した逐条解説
書
）（（
（
において、第四一三条の受領拒絶・
受領不能要件を広く解する見解が既に述べられている。すなわち、まず、同書で 、 領遅滞の要件として債権者故意又は過失が必要でないことの根拠として、現行民法が、故意又は過失を不要とするドイツ民法第一草案に倣ったものであること、故意又は過失を必要とする主義では、偶然の事変によ 場合の損失を債務者が負担しなければ らず頗る公平を欠くこと、故意又は過失を不要とする供託の場合と権衡が取れていることを挙げている。
三三六
そのうえで、債権者の受領拒絶は、 「明ニ」拒絶の意思を表示する場合だけでなく、 「暗ニ」その意思を表示する場
合でもよい。さらに、債権者が債務者の履行をなすに必要な、受領以外の行為をしない場合も、 「暗ニ」弁済の受領を拒絶したものということができる。一方、受領不能については 不能とは、債権者が拒絶の意思を有しないにもかかわらず、事実上弁済の受領をなすことができないことで、たとえば、債権者が不在のため弁済を受領することができない場 や 偶然の事変 より弁済の受領を妨げられている場合を挙げている。
したがって、同書は、債権者が受領以外の行為をしない場合も、受領 にあたるとしている点で、債権者の行為
を受領に限っていた法典調査会における説明より、受領拒絶を広く解するものとい る。
富井政章は、単独の著
書
）（（
（
において、債権者において履行の提供を「受領セサルコト」が要件であるとして、 「受領
しないこと」 「不受領」と解釈すべき立場を鮮明 している。その理由として、法典調査会でも述べられている三つの立法例の中から、 「全ク受領ナキ事実アルノミヲ以テ足レリトシ死亡、病気等 可抗力ノ為メニ スルコトヲ得サリシ場合ニモ遅滞ノ結果ヲ生スルトスル主義」を現行民法典は採用したのであるからと説明している。債権者 過失及び正当の理由を考慮しないことから、 「不受領」要件を直截的に導 出している。
なお、梅謙次郎は、単独の逐条解説
書
）（（
（
において、受領遅滞に該当する例を挙げたうえで、 「此場合ニ於テハ債務者
ニハ毫モ過失ナク テ却テ債権者ニ履行 ケサルノ過失アレハナリ」と述べ、また、債権者が不当に債務者の履行を拒んだ場合、又は債権者側における事情のため受領不能が生じ 場合にのみ、 遅滞 生じると述べていることからすると、債権者に帰責事由なり原因なりがある場合に限っているような節が かがえる。
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二
　「不協力」要件への拡大
現行民法の起草委員、特に富井政章委員が明確にした、 「受領拒絶・受領不能」要件を広く「受領しないこと」 、す
なわち「不受領」要件と解すべきとする見解は、 明治末から通説と化し、 さらに債権者の「不協力」要件へと拡大した。
たとえば、石坂音二
郎
）（（
（
は、受領遅滞とは、履行の完了に債権者が受領その他の協力が必要な場合において、債権者
がその協力を為さないことであると定義し、債権者が履行に「協力セサルコト」 、すなわち 「不協力」が要件であるとする。その 協力は、⑴
 債権者が協力を拒んだときと、⑵
 債権者が協力することができないときに生ず
る。不協力は、それが債権者の過失又は意思に基づくか否やは問わない。⑴の場合、条文上は「債権者カ履行ヲ受クルコトヲ拒ミ」なる文字 使用されているが、必ずしも拒絶の意思の表白を要するものではなく 単に債権者の不協力の消極的状態が ればよい 同時履行の関係に立つ一方の債務者が弁済の提供をしたにもかかわらず、 が反対給付につき弁済の提供をしなかった場合は、債権者が履行に協力をしない場合と同一に論ずることができるので、債権者は受領遅滞に陥る。
⑵の場合は、債権者一身の主観的事情に基づき協力することができない場合であるとして、債権者が不在、旅行、
疾病その他の急迫の事由のため、持参債務において受領すること できない場合、また、取立債務において債務者の住所で取り立てることができないなど、履行に協力することができない場合を例示してい 。
石坂説は、債権者が、債務者が債務を完了するため 必要な受領を含む行為をし を、従来の学説のように
あえて受領拒絶・受領不能概念に押し込むのではなく、 「不協力」 いう概念 置 換えるこ によって、受領遅滞
三三八
の制度趣旨を要件論に反映させようとするものであり、その点では評価できるが、協力不能を債権者の一身の主観的事情に限っていることにより、適用範囲を狭めている面も有する。
末広厳太郎も、 「不受領」若しくは「不協力」が要件だとして、受領拒絶と受領不能を要件として挙げて個別に説
明することをしていな 。債務者の側で為すべきことはすべてなしつくしたにもかかわらず、債権者の不受領ないし不協力によって弁済を全うしえない場合に受領遅滞が生じ のであるとする
）（（
（
。
三
　
受領拒絶と受領不能を明確に区分する説
受領遅滞の本質に関する法定責任説の代表的論者である鳩山秀夫も、債権者が債務者の提供した給付を「受領せざ
ること」 、すなわち「不受領」が要件であると解している
）（（
（
。
但し、鳩山説は、債権者の過失を不要とし、また、受領不能が債権者の意思に基づく必要はないとする点で通説と
同じであ が、受領拒絶の場合は債権者の意思に基づくものでなければならないと考える点で、通説と異なる。その理由を以下のように説明している。⑴「履行を受けることを拒み」と う字句の文字解釈とし 意思を要素とす と解すべきであること、⑵
 第四一三条は受領拒絶と受領不能を対立する場合として挙げているので、もし受領拒絶が
受領しない消極的状態の全部を包含 るものと解釈すると、受領不能 またその状態に含まれてしまい、受領不能受領拒絶を分けた意味がなくなってしまうこと、⑶
 受領不能は、現に提供された給付を直ちに
（遅滞なく）
受領する
ことができない場合であるから、受領拒絶を受領しない消極的状態と解すると、その大部分は 不能の範疇に含まれてしまい、やはり両者を分けて定めた意味がない ⑷
 受領拒絶に意思を要しないと解すると、意思能力及び
三三九
受領遅滞における「受領拒絶」 「受領不能」要件の検討（熊田）
行為能力制度が適用されないことになり、不当な結果となるからである。
受領不能とは、債権者が履行成立のために必要な協力をなすこと能わざる事実であるとする。受領不能には、⑴
 
受領行為そのものが不能な場合と、⑵
 受領行為以外の協力行為が不能な場合の二種類がある。受領不能は、あくま
でも債務者の具体的当該提供行為について受領することが不能であったかどうかで判断されるので、債務者が提供したときに偶々病気、旅行等により不在であったため 、又 その時に無能力者で法定代理人がいなかったため給付を受領することができなかった場合でもよい。
なお、鳩山説は、履行成立のため、債権者が受領以外の協力行為をし ければ らない場合において債権者がその
協力行為をしない場合について 第四一三条の受領拒絶又は 不能は、特定した具体的な給付を受領しな 場合又は受領することができない場合のみをいう ではなく、債務者が債権者の行為を求めて口頭の提供をしたにもかかわらず、債権者が れに応じ 又は応ずることができない場合をも含むものであるとする。この場合に属する例として、イ
 選択債権において債権者が選択権を行使しない場合、ロ
 種類債権において債権者が特定の為の指定権を
行使しない場合、ハ
 売買において買主が目的物の数量ないしは品質を確定する権利を有する場合、又は売主が代価
を確定する権利を有する場合において、買主ないしは売主がそ 確定権を行使し 場合、ニ
 請負において注文者
が仕事の完成に必要な協力を行わない場合 ホ
 債権者が特に指定すべき場所又は時において履行することを要する
債務につき債権者がその指定を行わない場合をあげている。
もちろん、債権者が協力行為を行わない場合は、それが債権者の意思に基づく場合に限られる。これに対して、協
力行為を行うことができない場合は、債権者の意思に基づくものである必要はない。
三四〇
鳩山説は、従来、あいまいな概念であった「受領拒絶」と「受領不能」を、債権者の意思に基づく必要があるかど
うかによって明確に区別しようとした点では、評価できるが、債権者に生じたある事由を受領遅滞か受領不能のどちらかに振り分ける概念法学的な解釈であり、 「不受領」が要件だとしても、そこにおのずと限界があると思われる。
四
　
近時の見解
近時は、受領遅滞の要件である「受領拒絶」又は「受領不能」各々の概念、その要件が果たしている役割等につい
て単独で考察が加えられることはほとんどないが、第四一三条の要件として受領拒絶・受領不能を文言通りに限定して解釈するのではなく、従来の学説の傾向と同じく、これを広く「不受領」ないし「不協力」要件として解釈すべきだとする点では暗黙の一致があるもの いえる。
ただし、条文上は、受領拒絶又は受領不能が要件となっているため、債権者に生じた事由をそのどちらかにあては
める傾向があることは否めない。近時、こうした解釈傾向に対して 警鐘となる見解が主張されている。
すなわち、 「ある具体的場合を受領拒絶と見るか受領不能 見るかの区別 さして意義のあるものではなく、むし
ろ重要なのは、ある事態を受領拒絶と評価するかど は、それが受領遅滞に結びつけられる諸効果を発生させるに値する「不受領」の場合かどうか あり、また、受領不能に関しては、履行不能との区別・限界づけが重要 あ との見解である
）（（
（
。
三四一
受領遅滞における「受領拒絶」 「受領不能」要件の検討（熊田）
結びにかえて
一
　「不協力」要件としての解釈の維持
我が国の民法第四一三条の制定にあたって、起草者は、債権者の過失を不要とし、正当な事由を免責事由とせず、
ただ債権者が給付を受領しないという事実さえあれば受領遅滞が成立するというドイツ民法第一草案に倣ったにもかかわらず、 「不受領」要件だけは継受しなかった。第一草案の立法資料によれば、債権者の過失＝不要、正当事由＝非免責事由とすることの帰結として、 「不受領」要件が導き出されているにかかわらず、 「不受領」要件でなく、 「受領拒絶・受領不能」要件を選択したのである。我が国の立法資料ではその理由が明確ではないので、推測の域を出ないが、法典調査会に修正案第四一二条が提出された時に既に条文案が確定し た口頭の提供及び供託に関する規定の文言に合わせる意図があったのではないかと思わ る。
冒頭で示したように、 「民法
（債権関係）
の改正に関する要綱案」は、受領遅滞の効果を個別の規定で明確化するも
のの、各規定の要件としては、 「債権者が債務の履行を受け ことを拒み、又は受けることができない」こと、すなわち現行法通りの受領拒絶・受領不能を要件としているので、改正後も、依然として、 「 拒絶」 「受領不能」とはどのような場合をいう か 二つの場合のほかに受領遅滞が成立する場合があるのかという古くから論じられてきた問題の検討は続くことになるであろう。
私見としては、改正後も、受領遅滞は、債務者が履行を完了させるため自己の側で為すことのできる行為を行った
三四二
にもかかわらず、債権者が受領を含む協力行為をしないため債務を完了することができないことから生ずる不利益を債権者に負わせる制度であるとの制度趣旨に基づき、債権者側の要件は、債務の完了に「協力しないこと」 、すなわち「不協力」であると広く解すべき見解 維持すべきであると考える。
二
　
正当な事由による免責の必要性
ドイツ民法第二草案は、第一草案では認めていなかった債権者の正当理由による免責を一定の場合に認める例外規
定を設け
た
）（（
（
。我が国の民法の起草者は、第二草案を参照しなかったので、正当理由による債権者の免責を認めていな
い。 「民法
（債権関係）
改正に関する要綱案」も、正当理由による免責規定を設ける提言をしていない。
ただし、現行民法及び右要綱案のもとでも、たとえば、期限の定めなき債務者が、事前の通知もしないで、提供し
てきた場合に、債権者が入院中で不在にしていたため受領しなかったときには、信義則を使って債権者の免責を認めることができるので、あえて民法 にその例外を認める特則を置く必要はないであろう。
（
（）近時の代表的な文献として、 北居功『契約履行の動態理論Ⅰ
　
弁済提供論』 （慶應義塾大学出版会・二〇一三年） 、 奥富晃『受
領遅滞責任論の再考と整序』 （有斐閣・二〇〇九年）参照。
（
（）たとえば、内田貴『民法Ⅲ（第
（版） 』九八頁（東京大学出版会・二〇〇五年） 、潮見佳男『プラクティス民法債権総論（第
（版） 』一八五頁（信山社・二〇〇七年） 。
（
（）法務省のＨＰ参照。
（
（）旧民 には、受領遅滞に関する規定はなかったものの、現行民法が受領遅滞制度によって処理しようとしている事態を旧民法は弁済の提供制度によって対処しようとしていたのであって、旧民法における弁済提供制度はある意味で受領遅滞制度
三四三
受領遅滞における「受領拒絶」 「受領不能」要件の検討（熊田）
そのものであったと評価することもできようと指摘する学者もいる（早川眞一郎
｢ 民法四九二条（弁済の提供）
｣
広中俊雄・
星野英一編『民法典の百年Ⅲ』二一九頁（有斐閣・一九九八年） 。その一方で、ボワソナードは債権者の付遅滞については一切言及しておらず、旧民法の弁済の提供に関する規定の中に、債務者の被 不利益を債権者に転嫁する理論的素地は見出されないとの指摘がある（北居・前掲書七二頁） 。
（
（）『法典調査会民法議事速記録三』三六七頁以下（社団法人商事法務研究会・一九八四年） 。
（
（）前掲書三六九頁。ただし、 「速記録」の穂積委員の説明に出てくる「独逸民法」が「既成法典」 、すなわち旧民法の誤りではないかとの疑問が出されており 異なった解釈が主張されている。この点については、奥田昌道『注釈民法（
（0） 』二三四
頁（有斐閣・一九八七年） 、奥富・前掲書五二頁以下参照。
（
（）『法典調査会民法議事速記録四』九二頁以下（社団法人商事法務研究会・一九八四年） 。
（
（）早川・前掲書・二三二頁。前田達明「債権者遅滞について」判例タイムズ六〇四号（一九八六年）二頁は、第四一三条はドイツ民法から継受したも であると明記している。 お、 『法典調査会民法議事速記録四』九四頁では「独逸抔」 「独逸民法」と記されているが、廣中俊雄編著『民法修正案理由書』 （有斐閣・一九八七年）所収の『未定稿本／民法修正案理由書』三四三頁には「独逸民法草案」と明記されている。
（
（）起草委員が法典調査会における審議の過程で、ドイツ民法第一草案のみならず、第二草案の審議経過を参照したかについて、法典調査会の補助委員を務めてい 仁井田益太郎博士は、 「第二草案もやはり中途で参照した です。 」と述べているが（仁井田益太郎・穂積重遠・平野義太郎「仁井田博士に民法典編纂事情を聴く座談会」法律時報一 巻七号二 頁（一九 四年） 、富井起草委員自身は、第二読会草案は現行民法の審議の大部分が終了した後に成ったものであるがゆえ 参考に供することができなかったと記している（富井政章『民法総則上（富井政章講述） 』一七頁（出版社不明・明治三四年）
（
（0）ドイツの立法例及びその訳文は、北居 一〇七頁による。
（
（（）キューベル 部分草案の条文は、
W
erner Schubert （
H
erg. ）, D
ie V
orlagen der R
edaktoren für die erste com
m
ission zur 
A
usarbeitung des E
ntw
urfs eines B
ürgerlichen G
esetzbuches, S. （（（ による。
（
（（）石部雅亮「 民法典編纂史概説」石部雅亮編『ドイツ民法典の編纂と法学』二三頁（九州大学出版会・一九九九年） 。
（
（（）
W
erner Schubert, aaO
. S. （（（f. 。キューベルの理由づけについては、北居・前掲書一一七頁以下、奥富・前掲書一八五頁
三四四
以下、坂口甲「ドイツにおける債権者遅滞制度と債権者の協力義務（一） 」法學論叢一六五巻四号（二〇〇九年）一〇〇頁以下参照。
（
（（）
H
orst H
einrich Jakobs und W
erner Schubert （
H
erag. ）, D
ie B
eratung des B
ürgerlichen G
esetzbuch in system
atischer 
Z
usam
m
enstellung der unveröffentlichten Q
uellen, R
echt der Schuldverehältnisse
Ⅰ, S. （（（f.
（
（（）
aaO
. S. （（（f.
（
（（）
M
otive zu dem
 E
ntw
urf eines B
ürgerlichen G
esetzbuches für D
eutsche R
eich. B
d.
Ⅱ. R
echt der Schuldverhältnisse, S. 
（（.
（
（（）債務者が供託せざるえなくなることが、なぜ債権者の利益に資することにならないのか、その文脈の意味は明らかではないが、奥富・前掲書一九二頁注
（（ 有斐閣・二〇〇九年）は、債務者は、受領遅滞以外の供託理由に根拠を求めて供託に向
かって動くであろうから、実際問題として債権者にとってかえって不利益になるのではないかとの趣旨だと思われると解している。
（
（（）
H
orst H
einrich Jakobs und W
erner Schubert （
H
erag. ）, aaO
. S. （（（., M
ugdan, D
ie gesam
m
ten M
aterialien zum
 B
ürgerlichen 
G
esetzbuch für das D
eutsche R
eich, S.
Ⅺ.  なお、ドイツ民法第一草案の邦語文献として、今村研介訳『独逸民法草案一八
八八年第一草案（第一巻総則・第二巻債務関係法） 』 （日本立法資料全集別巻一四七） （信山社・一九九九年）及び澤井要一訳『独逸民法草案理由書一八八八年第一草案第二編上巻』 （日本近代立法資料全集別巻一四九）一二二頁以下（信山社・
 
二〇〇〇年）参照。
（
（（）
M
otive, aaO
. S. （（.
（
（0）第一草案第二五五条及び第二五六条については、
M
ugudan, aaO
. S. 
Ⅺf.
（
（（）
H
orst H
einrich Jakobs und W
erner Schubert （
H
erag. ）, aaO
. S. （（（.  バイエルン出身のヤクベツキーは、委員会において、
鋭い論理を駆使し、表現の正確さ、矛盾の除去、法律関係の明瞭な構造をあくまでも主張した（石部・前掲書 三頁） 。
（
（（）
H
orst H
einrich Jakobs und W
erner Schubert （
H
erag. ）, aaO
. S. （（（f.
（
（（）
Staudinger/F
eldm
ann, K
om
m
entar zum
 B
G
B
. N
euarbeitung （0（（,
§（（（. R
dN
r（, （, （.
（
（（）
M
ugdan, aaO
. S.
Ⅻ.
三四五
受領遅滞における「受領拒絶」 「受領不能」要件の検討（熊田）
（
（（）穂積陳重・富井政章・梅謙次郎校閲松波仁一郎・仁保龜松・仁井田益太郎合著『帝国民法（明治二九年）正解第
（巻債権』
一九頁以下（信山社・一九九七年） （明治三〇年出版の復刻版） 。なお、同書では、債務者の履行遅滞の場合には第四一五条で債務者の責めに帰すべき事由は必要でないとの立場に依っているため、この点からしても、債権者遅滞の場合に債権者の故意又は過失は不要であるとすることは、公平であるとする。
（
（（）富井政章『債権総論完』七四頁（信山社・一九九四年） （大正三年刊行の復刻版） 。
（
（（）梅謙次郎『民法要義巻之三債権編』四七頁以下（信山社・一九九二年） （明治三〇年刊行の復刻版） 。
（
（（）石坂音四郎『日本民法第三編債権総論上巻』六〇五頁以下（有斐閣書房・一九一六年） 。
（
（（）末広厳太郎『債権総論』一七九頁以下（日本評論 三八 。
（
（0）鳩山秀夫「債権者の遅滞」 『債権法における信義誠実の原則』一六二頁以下（有斐閣・ 九五五 （初出は法協三四巻
 
（一九一六年）五・八・九・一一・一二号） 。
（
（（）奥田昌道『新版注釈民法（
（0）Ⅰ
 債権（
（） 』五一九頁（有斐閣・二〇〇三年） 。
（
（（）ドイツ民法第 草案にはなかった一時的受領障害によ 債権者の免責制度が第 草案以後に認められたことの意義、及び、それが我が国の民法四一三条の解釈論に影響を及ぼすかどうかについては、北居・前掲書一六四頁と、奥富・前掲書一九八頁注
（（との間で評価が分かれている。
（東洋大学法科大学院教授）
